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「気候変動の地元学」の実践経緯

長野県飯田市における公民館・NPOでの「気候変動の飯田学」の実施可能性の
検討、NPOを中心とした試行（2014年度、４回）

各地域での地球温暖化防止活動推進員、行政庁内職員向けの研修（気候変動
への適応策を中心に、愛知県・鳥取県・宮崎県・沖縄県等10地域程度、2015～
2017年度）各１～２回）

神奈川県相模原市藤野地区のまちづくりNPOと連携した「気候変動の藤野学」の
実施（2016年度、３回＋シンポジウム）

長野県高森町の農家と地域資源である市田柿（いちたがき）の気候変動適応計
画の共創（2015～2017年度）

岡山市内公民館への呼びかけ、岡山市立富山公民館のESDの一環としての気
候変動をテーマにした未来塾（2020年度）

岡山市に提案し、岡山市の気候変動対策を担うフロントランナーの育成（岡山市
の予算：「気候変動のおかやま学」実践塾（2021年度）

「気候変動の江戸川学」など（2022年度～）

適応

適応
 ＋
緩和

環境研究総合推進費

地域での施策・活動＊参加者はリーダー層が中心、2020年には岡山県北の高校生による影響事例集めを実施

文部科学省「気
候変動適応技術
社会実装プログ
ラム」
（SI-CAT）



緩和策の地域計画 適応策の地域計画

地球温暖化対策地域推進
計画策定ガイドライン

（1993年）

地球温暖化防止行動計画（1990
年）や地球サミット（1992年）

等の国内外の動向

温対法の制定（1998年）、
自治体の責務（第4条）明確化

京都議定書の批准（2002年）と
温対法改正・第20条追加

京都議定書発効と京都議定書
目標達成計画策定（2005年）

適応国家計画
（2015年11月）の策定

2006年3月までに、全都道府県・政令市
において地域推進計画策定

地域における適応計画や実践の普及

地方公共団体における気候変動
適応計画策定ガイドライン

（2015年）

気候変動適応法
（2018年）

１．日本における気候変動適応策の状況



主な日本の動き 主な海外の動き
1980年代

・適応策の必要性の指
摘

米国環境保護庁による適応策の必要性の提示

1990年代
・影響評価の研究着手

気候変動枠組条約が発効。気候変動緩和策の目標達成に向けた政策が始動。また、気候変動の国及び地域
への影響を予測する研究に着手。

2000年代

・影響評価のまとめ、
適応策の方針の検討

適応策の国の政策方針、分野別の影響評価のレポート作
成が進む。
・「地球温暖化の日本への影響」（2001）
・「気候変動への賢い適応」」（2008）
・「温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポート」（2009）

欧米諸国で適応策を位置づける法律制定、気候変
動の影響評価書の作成が進む。
・英国：「気候変動法」の制定（2008）
・米国：「省庁間気候変動適応タスクフォース」設置
（2009）

・EU：「欧州気候変動影響報告書」（2008）
2010年代

・国の基本計画におけ
る適応策の位置づけ、
適応計画の作成

国の基本計画における適応策の位置づけ、国の適応計画
の作成、適応法の制定が進む。

・「第四次環境基本計画」の重点課題に適応策を明記
（2012）

・国の適応計画の策定（2013年検討開始、2015年策定）
・「気候変動適応法」の制定（2018年）

欧米諸国において、分野別の具体的な適応計画の
作成が進む。
・英国：「国家適応プログラム」の作成（2013）
・米国：「省庁別気候変動適応計画」の策定（2011
～2013年）

・EU:「気候変動適応戦略」の策定（2013）

2020年代

・地域毎の影響評価と
適応策の推進

法律で位置づけられた地域気候変動適応センターの設置、
地方自治体における地域適応計画の策定等の普及

地方自治体における適応策の取組み推進
・EU:「気候変動適応のためのEUミッション」により地
域の取組み支援開始（2022） 等

気候変動に対する適応策の主な検討経緯



気候変動適応法
の概要



地域気候変動適応センターの状況

 気候変動の影響は地域条件（自然条件、産業構造、ライフスタイル・文化）等によって異な
ることから、地域毎に影響を評価し、地域に密着した適応策をきめ細かく立案、推進するこ
とが求められる。

 このため、気候変動適応法では地方自治体に「地域気候変動適応センター（以下、地域セ
ンター）」の設置を求めている。地域センターは地域の気候変動影響及び気候変動適応に
関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに技術的助言を行う機能を担う。

 ２０２３年９月現在で設置されている地域センターは５９カ所（うち都道府県が４１、政令市３、
市区町村１６）。

 地域センターは地域の公設環境研究所が担うことが期待されるが、同研究所で気候変動
問題に対する経験が不十分である場合、あるいは人材が不足する場合に地域センターの
設置や運営は容易ではない。

 適応策担当の行政職員がローテーションのために、専門性を蓄積しきれない、あるいは他
部署との関係形成による調整機能を果たしきれないこと等を考えると、行政内部の政策形
成や調整に踏み込んだ機能を地域センターが持つことが期待される。



特徴的な「地域気候変動適応センター」の活動例

センター 運営主体 特徴的な活動

茨城県地域気
候変動適応セ
ンター

茨城大学 ・茨城大学がセンターとなり、幅広い分野をカバーする文系理系を
問わない研究者を活用し、地域の適応計画の支援、地域の人材
育成や教育活動を展開している。

京都気候変動
適応センター

総合地球環境学研
究所

・①京都ならではの対策、②気候変動の緩和と適応の両立、③適
応策の自立的な普及に向けた適応ビジネスの創出という方針を
打ち出している。

埼玉県地域気
候変動適応セ
ンター

埼玉県環境科学国
際センター

・県内市町村の適応センター機能をあわせて担う。2022年1月1日
現在の連携自治体は、さいたま市、熊谷市、戸田市、三郷市、
鶴ヶ島市、久喜市の6市。

信州気候変動
適応センター

長野県環境保全研
究所／県長野県環
境 部 環 境 エ ネ ル
ギー課

・「信州・気候変動適応プラットフォーム」による県内の企業・大学・
研究機関等の連携、「信州・気候変動モニタリングネットワーク」
による気候変動情報の把握といった基盤を活かし、ニーズとシー
ズをマッチング

滋賀県気候変
動 適 応 セ ン
ター

滋賀県低炭素社会
づくり・エネルギー政
策等推進本部

・身の回りで生じている「温暖化の影響」事例探し、「温暖化による
環境の変化」「気候変動への今後の不安」を共有し、個人や地域
で取り組むことのできる「適応策」を考えるワークショップを県内で
展開している



進捗のチェック項目 進捗状況

１．行政内での適応策の位置づけと基本方針の作成

1.1 適応策の制度的な位置づけ ◎計画への位置づけ

1.2 適応策に関する検討体制 ◎適応センターの整備

1.3 行政内で適応策に関する知識と認識の共有 ◎庁内体制の整備

1.4  気候変動の影響に関する現状及び将来予測 ○

1.5 既存の適応策の整理と課題の抽出 ○

1.6 地域における気候変動の方針作成 ○

２．適応策の推進基盤の整備と地域での推進

2.1 適応策の推進における役割分担 ○

2.2 気候変動影響のモニタリング・情報流通 ○

2.3 適応策の幅広いリテラシー形成と普及 △

2.4 適応策に関する公助・自助・互助と協働 △

３．追加的適応策の具体化と適応策を通じた地域づくり

3.1  長期的影響への適応策の具体化と実践 ×

3.2 感受性の根本改善としての適応策の実践 ×

3.3 気候変動の影響を機会とする取組みの実践 ×

地域に期待される適応策の検討の３段階と進捗状況



災害名 気象の状況 主な被害地域
死者
（人）

住家被害（棟）

全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

2011年台風第
12号

紀伊半島を中心に1,000 ミ
リ超、一部地域では2,000 
ミリ超

三重県、兵庫県、
奈良県、和歌山県、
岡山県等

78 371 2,907 242 5,657 19,152

2012年九州北
部豪雨

大雨（500ミリを超えた観測
点が5地点）

福岡県、熊本県、
大分県等

30 227 303 239 4,492 8,003

2017年7月九
州北部豪雨
等

九州北部で日降水量が500
ミリ超、中国でも日降水量
が300 ミリ超

福岡県、大分県等 42 325 1,109 88 222 2,009

2018年西日本
豪雨

四国1,800ミリ、中部1,200ミ
リ、九州900ミリ、近畿600ミ
リ、中国500ミリ超

岐阜県、京都府、
岡山県、広島県、
愛媛県等

220 5,236 5,790 3,024 13,258 20,942

2019年台風19
号及び前線

千葉県と福島県で総降水
量200ミリ超、3・6時間降水
量で観測史上１位

福島県、宮城県、
千葉県、神奈川県
等

99 3,225 28,811 31,735 7,776 22,592

2020年7月豪
雨

九州、東海、東北の多くの
地点で、24、48、72時間降
水量が観測史上1位

熊本県等全国 84 1,620 4,509 3,594 1,652 5,173

2021年7月か
らの大雨

静岡県の複数の地点で 72 
時間降水量の観測史上１
位の値を更新等

西日本から東北の
広い範囲

22 59 115 342 472 2,638

２．日本における水災害の状況と適応策



 気候変動の影響を踏まえ
た治水計画の見直し

 あらゆる関係者との協働に
よるハード・ソフト一体の対
策である「流域治水」の推
進

 流域治水におけるグリーン
インフラの活用推進

河川（洪水）における気候変動適応



小田川（倉敷市真備町）では51人という多く
の方々が浸水により亡くなられた。

 真備町内で亡くなった51名のうち、65歳
以上は45人（約88％）、75歳以上だと31
人（約61％）。65歳未満の死亡者6名のう
ち2名が知的障がい者・児。

 亡くなっていた場所は、家屋内43人（約
84％）。うち1名を除いて全員が1階部分
で亡くなっている。2階建てであるにも関
わらず、2階に避難できなかった。

 亡くなった人の9割が一人暮らし、または
二人暮らし（高齢者単独、高齢者夫婦）。

文献）石塚裕子・東俊裕（2021）「避難行動要支援者の実態と課題
―2018年西日本豪雨 倉敷市真備町の事例から―」福祉のまちづくり研究

読売新聞のWEBサイトより
2018年7月7日、岡山県倉敷市真備町



気候外力気候外力の増加と感受性・適応能力の低下の
差（脆弱性）の拡大が危惧される。

出典：九州大学 小松利光先生



避難行動要支援者の避難支援

【避難行動要支援者名簿関係】
○市町村（１,７４１団体）のうち、作成済団体は、１,７４１団体（１００％）

【避難行動要支援者個別避難計画】
○個別避難計画の未策定団体は４３８団体（２５.２％）、２０２３年度末には３９

団体（２.２％）となる予定 

個別避難計画の作成の努力義務化（２０２１年）
令和元年台風19号等の近年の災害においても、多くの高齢者や障害者等の

方々が被害に遭われている状況を踏まえ、 災害時の避難支援等を実効性の
あるものとするためには個別避難計画の作成が有効とされたことから、２０２１
年の災害対策基本法の改正により、 避難行動要支援者について、個別避難
計画を作成することが市町村の努力義務とされた。



「気候変動の地元学」とは？
地域住民等が、地域における気候変動の影響事例を調べ、

それらを共有し、自分達でできる適応策を話し合うことで、

気候変動問題を地域の課題、あるいは自分の課題として捉え、

適応策への行動意図と適応能力の形成を図り、

適切な適応策の実施につなげる環境学習及び計画の手法

３．「気候変動の地元学」のすすめ



「気候変動の藤野学」の実践例

2016年4月～6月

藤野への影響事例

調べ、ワークショップ
での共有と適応策の
議論

2016年11月

ワークショップでの影
響事例の評価（重大
性・緊急性・確実性）

優先的に取組むべき
影響の絞り込み

2017年1月

優先的に取組むべき
影響への適応策の
検討

一人ひとりで行う適
応行動

協働で行う適応プロ
ジェクト

＊ＮＰＯ法人ふじの里山くらぶと法政大学の共催

・集中豪雨の土石流、沢の崩壊
・鹿・猪・熊の被害、熊の出没
・猛暑による健康維持の難しさ

・知る、備える、動く
の観点で整理

行政と協働すること、当面のアクションを検討（2017年3月）

10名から43事例の回答



例：気候変動の地元学（えどがわ学）

気候変動の適応策に関する基礎的な学び
と知りたい「問い」だし

気候変動の適応策に関する
知りたい「問い」に関する報告

地域における気候変動適応の将来ビジョンについて
話し合いたい「問い」だしと優先順位づけ

地域における気候変動適応の将来ビジョン
に関する「問い」をもとにした対話

地域における気候変動適応の将来ビジョン
の共有とロードマップの作成



まとめ

1. 日本では、気候変動適応策の実装が進んでいいるが、まだま
だ途上段階にある。

2. 水災害が深刻化するなか、流域治水といった広域的根本的な
取組みや弱者支援の対策が進められている。

3. 「気候変動の地元学」のように、地域住民が適応能力を高め、
主体的に取り組む活動が必要である。

１


	日本 における気候変動適応策への取組状況、�水災害分野の状況と課題
	目　次
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	「気候変動の地元学」とは？
	「気候変動の藤野学」の実践例
	スライド番号 19
	まとめ

